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平成 11 年度文部省 21 世紀型
産学連携手法の構築に係るモ
デル事業成果報告書 
 は じ め に 
 
 
 いわゆる TLO 法（大学等技術移転促進法）が平成 10 年 8 月から施行された。TLO 法は、
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第1章  本 研 究 の 目 的 お よ び 方 法 
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                   班員 玉田俊平太   
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        専門員 小林由明 専門職員 小川春男  









   役割分担：茨城県内の中小企業・ベンチャー企業等に対するアンケート調査等
を共同で実施する。 
（株）筑波リエゾン研究所  
   役割分担：企業のニーズ調査など、将来の新たな産学連携手法の出発点となる問題点を
共同で検討する。 
（財）国際科学振興財団 
   役割分担：企業のニーズ調査など、将来の新たな産学連携手法の出発点 
        となる問題点を共同で検討する。 
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 いばらき未来企業おうえんプロジェクトは、筑波大学が中心となって、第 1 章で述べた「文
部省 21 世紀型産学連携手法の構築に係るモデル事業」の場合と同様の実施体制、すなわち図
書館情報大学、茨城県工業技術センター、（株）つくば研究支援センター、（株）筑波リエゾン
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いばらき未来企業おうえんプロジェクト                    
（文部省２１世紀型産学連携手法の構築モデル事業） 
〔代表者〕筑波大学先端学際領域研究センター・リエゾン推進室長・教授 
                              菊本 虔  
【参加メンバー】  
  茨城県工業技術センター   （株）つくば研究支援センター 
  （株）筑波リエゾン研究所  （財）国際科学振興財団 




  従来型の技術移転は、大学等のシーズをもとにそれに見合う企業を見つけ    
 出そうとするものであった。それに対して、このプロジェクトでは、企業の  
 ニーズを出発点として、その企業と筑波大学、県工業技術センターなどが最  
 初の段階から共同研究を組み、その研究を完成させることにより、技術移転  
 を実現させようとするものである。 
  こうして、大学等から生まれた新しい技術から新しい産業を起こし、それ  





  平成 11 年７月から５年間とする。 
  最初の 1 年間は、企業のニーズと大学等のシーズとのマッチング・システ  
 ムに関する調査研究、次の 3 年間は、具体的な共同研究プロジェクトの研究  
 開発期間、最後の 1 年間は、特許の取得と技術移転のための期間である。 
  なお、本事業は、平成 11 年度のみ文部省２１世紀型産学連携手法の構築  




【平成 11 年度の事業】 
 
１． 企業のニーズを出発点とした大学等の研究シーズとのマッチン  
  グ・システムに関する調査研究 
















  （今後県内民間企業および大学等の教員の双方に対してアンケート調  
  査を実施するとともに、マッチング・システムの調査研究は、共同研  
  究プロジェクト３本程度の組織化を年度内に実現することを目標と  




   
１． 各機関・団体の役割分担については、基本的には、アンケート調査  
  の実施等経費を要するものは筑波大学が分担し、県工業技術センター、   
  （株）つくば研究支援センター、（株）リエゾン研究所、（財）国際科  
  学振興財団は、アンケート調査の内容に関する意見提出、県内企業の  
  選定に関する協力等について分担する。マッチング・システムの調査  
  研究については、各機関・団体が調査研究に参加・分担する。 
 
２． 具体的な企業と大学等との共同研究プロジェクトの組織化ができ  
  れば、各機関・団体・企業は、共同研究経費の確保のために、それぞ  
  れ努力するものとする。 
 
〔問い合わせ先〕筑波大学先端学際領域研究センター・リエゾン推進室 
室長 菊本（0298-53-6064） 同専門職員 小川（同 6150） 同専門職員 浅野（同 6153） 
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第 2 節 いばらき未来企業おうえんプロジェクトの進捗状況 
 























   筑波大学応用生物化学系  松村正利 教授 
   （株）MEI 
   沼尻産業（株） 
   日揮（株） 
   （財）日本自動車研究所 
   工業技術院電子技術総合研究所 
   （財）国際科学振興財団（管理法人） 
 
  ２）新世代半導体作製装置の開発（固体ボロンクラスターイオン源） 
・ 研究開発の概要 
   従来困難であった 10nm 以下というシリコン基盤表面のごく浅い領域にボ 





   筑波大学物理学系    李 相茂 教授 
   (株)つくばナノ・テクノロジー 
   (株)城南電子研究所 
   慶北大学（韓国） 
   (財)国際科学振興財団（管理法人） 
   
   ３）次世代走査型顕微鏡システム 
      － ユーザーと共に進化する汎用・低価格な計測システム －   
・ 研究開発の概要 
   多様な SPM（走査型顕微鏡）の構成から着想した全ての計測システムに共通化
する機能をモジュール化し、ユーザー自らの用途・目的に応じた計測システムを
自由に構築できるシステムを提案する。本プロジェクトでは、今回のアイディア
の原点となった SPM へ適用し、本システムの実証を行う。 
・ 参加メンバー 
   筑波大学物質工学系   古谷野 有 講師 
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第3章 産学連携の現状と課題に関する調査の方法と対象 
 

















    国立大学教員          1，000 人 
    公立大学教員            500 人 
     私立大学教員                    1，000 人 
      計             2，500 人 
 
・ 大学事務局調査             
国立大学             79 大学 
公立大学             32 大学 
私立大学             165 大学 
     計               276 大学  
 
・ 民間企業調査            4，000 社 
 
  なお、アンケート調査の調査時点は、大学の産学連携の組織に関する調査については、 
平成 11 年 9 月 1 日現在としたが、それ以外の調査については、調査票を記入する時点 
とした。調査票の発送は平成 11 年 9 月 20 日に行い、調査票の返送の締め切りは平成 11 
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【実地調査を実施済みのところ－平成 12 年 1 月現在】 
・ 大学 
   北海道大学、東京工業大学、北陸先端科学技術大学、金沢工業大学 
 
・ 企業 
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表３－１ 自然科学系の学部・研究科を持つ国立大学の規模別・地域別分類（７９大学） 
（  ）は講師以上の教員数を表し、○印は教員（1,000 人）調査対象大学 30 大学を示す。 
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表３－２ 自然科学系の学部・研究科を持つ公私立大学の規模別・地域別分類 
（私立165∥公立32大学 計197大学） 
（  ）内は講師以上の教員数を表し、○印は教員調査（私立1,000人・公立500人）対象大学私立66・公立23大学を示す。 
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第4章 産学連携の現状と課題に関する調査の結果の概要 
 























 対象数 回答数 回答率(％) 
国立大学     ７９     ７９  １００．０％ 
公立大学     ３２     ２８   ８７．５％ 
私立大学    １６５    １２２   ７３．９％  大学（事務局） 
計    ２７６    ２２９   ８３．０％ 
国立大学  １，０００    ７６１   ７６．１％ 
公立大学    ５００    ２６４   ５２．８％ 
私立大学  １，０００    ５５１   ５５．１％  大学（教員） 
計  ２，５００  １，５７６   ６３．０％ 
 民間企業（全国）  ４，０００    ８０８   ２０．２％ 
 






















のとおりである。大学全体では教授が約半数を占めており、助教授が 3 分の 1 強、

























































































































































売上高が 10 億円未満（80%）であり、大学等技術移転促進法にいう中小業者にあたる。  






































      【売上高別】  
  














   表４－１ 産学連携に関する学内組織 
 国立大学 公立大学 私立大学
 産学連携推進機構      13       5      35 
 共同研究センター      51       3      11 
 研究協力部・課      52       8      25 
 研究協力係           8 








     表４－２ 職務発明規程 
 公立大学 私立大学
 ある        15        25 
 なし        13        99 
 なしのうちすべて個人の発明とする         0        24 
 なしのうちｹｰｽごとに定める         2        46 
 その他         8        23 
 回答校総数        28       121 
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 国公私立大学の産学連携に対する取組みについては、特に平成 10 年 8 月からの大学等技術
移転促進法（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律








  国立大学 公立大学 私立大学
 検討中  37(49%)   8(29%)  41(34%)













国立大学 公立大学 私立大学 
8 年度 9 年度 10 年度 8年度 9年度 10 年度 8年度 9 年度 10 年度
科学技術相談 2,881 3,103 3,934 1 32 64 4 2 31
産学研究交流会 223 239 335 3 10 10 23 31 43
公開セミナー 274 352 347 17 11 7 21 24 34
ｼｰｽﾞ集の作成・配布 53 59 70 1 1 2 14 15 14
その他 158 195 236 1 7 7 29 43 75









表４－５ 共同研究等の年度別推移 共同研究：件数 受託研究・寄附金：金額（百万円） 
  
国立大学 公立大学 私立大学 
8 年度 9 年度 10 年度 8年度 9年度 10 年度 8年度 9年度 10 年度
 共同研究 1,882 2,219 2,404 45 87 101 283 477 511
 受託研究 1,195 1,386 1,409 891 925 929 119,491 101,824 129,109
 寄附金 47,611 45,659 45,958 1,566 2,023 2,001 152,219 184,523 272,258




公私立大学の平成 10 年度の出願件数である。累計件数に比較して平成 10 年度の件数の多さが
目立っており、特許への関心が最近急速に高まっていることがわかる。 
 
表４－６ 大学有特許の出願件数および設定登録件数 累計件数、 
          ( )内は平成 10 年度の件数  
 公立大学 私立大学 
 大学有特許の出願件数     １８（８）    ２５２（７２） 




の質の問題に関わっており、国有特許については、1,120 件のうち 122 件、約 11%が流通して
いる計算になる。私立大学では 39 件の大学有特許のうち流通しているのは 5 件、約 13%とな
り、大学の特許ではほぼ 10%強が流通していることになる。 
 
 表４－７ 社会で流通している特許件数 
 国立大学 公立大学 私立大学
 国(大学)有特許       122         1         5
 個人有特許         3         0        34
 回答校総数        76        28       121
 (参考) 国有特許件数 (1,120件－9年度) 
 



































             社会貢献をことさらに強調する必要はない 
             今後いっそう積極的に社会貢献に取組む必要がある  
社会貢献に取組むには全学的な取組みが必要  





















































   図４－６ 大学教員の意識 ― 産学連携についてどう考えるか    














                        
産学連携は重要とはいえない      産学連携は研究の活性化のため推進 
     産学                     
産学連携は社会貢献のため       産学連携には業績評価や資金・人手 
 積極的推進              の支援が大事  
 
































      産学連携の経験有り        受託研究          技術指導 
      共同研究             奨学寄附金        その他 
  






































シンポジウム等での交流が自分の方からの働きかけを 10 ポイントほど上回っている。 
 産学連携事業のきっかけが、共同研究センターからの紹介など、産学連携の窓口機関の



















      企業からの働きかけ        学会・シンポジウム等での交流       その他
 
      自分の方からの働きかけ        共同研究センターからの紹介 
  














 図４－１１ 産学連携の事業は技術移転などの成果を生み出したか 










       成果を生み出した          どちらともいえない 
 






の出願というのも 10％あった。そして、特にないという回答は約 4％であったから、民間  
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     図４－１３ 産学連携の成果について特許出願の有無と出願者はだれか 
                               （単位：％） 
      特許出願済み       特許出願せず       企業に譲渡して企業が  
                                      出願  
      特許登録済み       発明者が出願        その他        



















































       企業から奨学寄附金            特許出願は面倒だから   



















図４－１５ 産 学 連 携 ・ 技 術 移 転 の 概 念 図                     
 
 
                      
                 
 




  ①研究者の意識 
      
 
②インセンティブ（研究者としての評価・学内の評価、  
      研究費・個人的報酬） 
     ③支援体制（情報・資金・人手） 
 
















大    学 企   業 
 



























      昇進・昇任の評価対象       教育負担の軽減         その他 
  









 図４－１７によると、研究テーマを設定する際に、社会経済上の必要性や、企業におけ  
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図４－２０ 大学教員から見た中小企業との連携に障害となる要因（５段階評価） 
 




































・ 受託研究費や共同研究費などの使途に厳しい制約がある。（50 人） 















・ 事務手続きが面倒であり、負担になる。(38 人) 
・ 事務手続きに 2～3 か月もの時間がかかるため、必要な時期に研究費を使えない。 
(14 人) 
・ 手続きが面倒で、受託研究も野生生物の繁殖期は 4～8 月なので、ほとんど予算を使
えない。4～8 月は予算が動かない。 





・ 事務手続き（特に特許等）を専門に扱う人材がほしい。  














































・ 企業からの申込受け入れの機会が、3 月と 9 月の年 2 回しかない。 































































・ 教育にほとんどの時間を取られ（授業時間数が多い）研究に対する時間的軽減（授  






























































は、企業規模が小さいため（今回の調査でも回答のあった企業の 6 割程度が従業員数 10
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表４－８ 大学教員の【１１の改革】についての認知度（単位：％） 
 国 立 大 学 公 立 大 学 私 立 大 学
 全部知っていた    ３．１    １．９    １．７ 
 一部知っていた   ６２．２   ６１．４   ５０．１ 
































・ インセンティブを与えるような方策。大幅な規制緩和。  




































・ ①事務処理等の秘書体制の確立、②評価方法への繰込み  
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・ 技術移転等を大学の役割として位置付ける。（処遇評価の Formal な対象となる。）
私立大学はこれは難しいかもしれない。     研究費等、金銭的サポート、特
許出願サポートが必要。  
















て、産学双方に PR するといった試み。 























































でも自由に無料でそれらの情報を検索できるようなしくみ（w w w とか）。 
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第5章 産学連携の現状と課題に関する調査のまとめと提言 
 




































































    ここから、大学の研究者が発明をしてもその過半は何らの手続きもせず、特許の出願 
手続きが行われた場合でも、自ら出願しないで企業に譲渡し、企業が出願人と 
 




































































































   ・業績評価に特許取得や技術移転を含める 
・研究費および研究スペースの配分の増大 
・教育および管理業務の負担の軽減 
















     ・企業ニーズに関する情報を提供する仕組みの整備 
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・ シニア・コーディネーターの制度を新設 
大学の研究及び研究者を熟知している者が適任 


































 - 67 -
１ アンケート回答率
No.
国立大学 79 校 79 校 100.0 ％
公立大学 32 校 28 校 87.5 ％
私立大学 165 校 122 校 73.9 ％
計 276 校 229 校 83.0 ％
国立大学 1,000 人 761 人 76.1 ％
公立大学 500 人 264 人 52.8 ％
私立大学 1,000 人 551 人 55.1 ％
計 2,500 人 1,576 人 63.0 ％
3  民間企業(全国) 4,000 社 808 社 20.2 ％
２　回答者の属性
【 大学教員 職種別 】
国　立
教  授 352
助教授 348
講  師 61
計 761
【 大学教員 専門分野別 】
国　立
医  学 175
経済学 1
工  学 265
農  学 65
複合領域 83
文  学 14
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【 民間企業 資本金別 】 【 民間企業 売上高別 】
[単位：社]
資　　本　　金 会社数 売　　上　　高 会社数
　１千万円未満 125 　　　　　　～　３千万円未満 24
　１千万円　～　３千万円未満 499 　３千万円　～　１億円未満 151
　３千万円　～　５千万円未満 84 　１億円　　～　３億円未満 242
　５千万円　～　１億円未満 50 　３億円　　～　１０億円未満 233
　１億円以上 50 １０億円　　～　１００億円未満 145
計 808 １００億円以上 13
計 808
【 民間企業 業種別 】 【 民間企業 従業員別 】
業　　　種　　　名 回答数 従　　業　　員　　数 会社数
一般機械器具製造業 115 　 　 　　　　～　　　９名　 479
食料品・飼料・飲料製造業 99 　　　１０名　～　　４９名 188
広告・調査・情報サービス業 74 　　　５０名　～　　９９名 77
金属製品製造業 72 　　１００名　～　２９９名 47
電気機械器具製造業 66 　　３００名以上 17
















計 808  
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第２節　調査結果集計表
１　大学事務局調査
【 ① 国立大学 事務局 】
問 回答数
産学連携機構などの全学的組織 13
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【 国立大学 問 １ 共同研究センター等 】 (５３大学）
No. 大　　学　　名 組　　織　　名 設置年度
1 北海道大学 先端科学技術共同研究センター 平成８年度
2 室蘭工業大学 地域共同研究開発センター 昭和６３年度
3 帯広畜産大学 地域共同研究センター 平成８年度
4 北見工業大学 地域共同研究センター 平成４年度
5 弘前大学 地域共同研究センター 平成９年度
6 岩手大学 地域共同研究センター 平成５年度
7 東北大学 未来科学技術共同研究センター 平成１０年度
8 秋田大学 地域共同研究センター 平成５年度
9 山形大学 地域共同研究センター 平成４年度
10 茨城大学 共同研究開発センター 平成元年度
11 宇都宮大学 地域共同研究センター 平成元年
12 群馬大学 地域共同研究センター 昭和６３年度
13 埼玉大学 地域共同研究センター 平成６年度
14 千葉大学 共同研究推進センター 平成６年度
15 東京大学 国際・産学共同研究センター 平成８年度
16 東京農工大学 共同研究開発センター 昭和６３年度
17 東京工業大学 フロンティア創造共同研究センター 平成１０年度
18 電気通信大学 共同研究センター 平成４年度
19 横浜国立大学 共同研究推進センター 平成３年度
20 新潟大学 地域共同研究センター 平成３年度
21 富山大学 地域共同研究センター 昭和６２年度
22 金沢大学 共同研究センター 平成７年度
23 福井大学 地域共同研究センター 平成４年度
24 山梨大学 地域共同開発研究センター 平成２年度
25 信州大学 地域共同研究センター 平成５年度
26 岐阜大学 地域共同研究センター 昭和６３年度
27 静岡大学 地域共同研究センター 平成３年度
28 名古屋大学 先端技術共同研究センター 昭和６３年度
29 名古屋工業大学 共同研究センター 平成元年度
30 三重大学 地域共同研究センター 平成２年度
31 京都工芸繊維大学 地域共同研究センター 平成２年度
32 大阪大学 先端科学技術共同研究センター 平成７年度
33 神戸大学 共同研究開発センター 昭和６２年度
34 神戸商船大学 地域共同研究センター 平成１０年度
35 和歌山大学 地域共同研究センター 平成１１年度
36 鳥取大学 地域共同研究センター 平成５年度
37 島根大学 地域共同研究センター 平成８年度
38 岡山大学 地域共同研究センター 平成２年度
39 広島大学 地域共同研究センター 平成７年度
40 山口大学 地域共同研究開発センター 平成３年度
41 徳島大学 地域共同研究センター 平成３年度
42 愛媛大学 地域共同研究センター 平成６年度
43 高知大学 地域共同研究センター 平成７年度
44 九州大学 先端科学技術共同研究センター 平成６年度
45 九州芸術工科大学 地域共同研究センター 平成９年度
46 九州工業大学 地域共同研究センター 平成元年度
47 佐賀大学 科学技術共同開発センター 平成元年度
48 長崎大学 地域共同研究センター 平成２年度
49 熊本大学 地域共同研究センター 平成６年度
50 大分大学 地域共同研究センター 平成５年度
51 宮崎大学 地域共同研究センター 平成６年度
52 鹿児島大学 地域共同研究センター 平成４年度
53 琉球大学 地域共同研究センター 平成７年度  
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【 共同研究 件数 】
８年度 ９年度 10年度 ８年度 ９年度 10年度
北海道大学 52 70 90 名古屋工業大学 41 40 38
北海道教育大学 1 1 1 豊橋技術科学大学 15 27 25
室蘭工業大学 22 21 21 三重大学 46 51 53
帯広畜産大学 16 14 19 滋賀大学 1 2 1
旭川医科大学 1 3 4 滋賀医科大学 1 1
北見工業大学 30 40 41 京都大学 60 73 80
弘前大学 29 18 16 京都工芸繊維大学 24 32 34
岩手大学 46 55 61 大阪大学 76 97 105
東北大学 74 84 92 兵庫教育大学 1
秋田大学 26 25 29 神戸大学 26 33 32
山形大学 20 25 36 神戸商船大学 10 11 13
茨城大学 32 31 27 奈良女子大学 4 3 5
図書館情報大学 1 和歌山大学 1 21 7
筑波大学 34 44 26 鳥取大学 21 21 32
宇都宮大学 21 30 24 島根大学 5 5 12
群馬大学 27 32 29 島根医科大学 1 1
埼玉大学 24 24 29 岡山大学 31 36 40
千葉大学 28 31 45 広島大学 26 22 31
東京大学 115 127 131 山口大学 43 44 62
東京医科歯科大学 9 4 2 徳島大学 28 27 38
東京農工大学 59 69 80 香川大学 5 7 34
東京工業大学 43 61 57 香川医科大学 2 2 2
東京商船大学 2 2 2 愛媛大学 21 25 29
東京水産大学 5 3 3 高知大学 12 19 19
お茶の水女子大学 3 5 6 高知医科大学 1 1 1
電気通信大学 27 28 30 九州大学 66 93 92
横浜国立大学 36 46 44 九州芸術工科大学 18 11 13
新潟大学 46 60 53 九州工業大学 19 29 29
長岡技術科学大学 11 8 10 佐賀大学 20 24 26
富山大学 36 38 31 佐賀医科大学 1
富山医科薬科大学 2 長崎大学 17 24 23
金沢大学 28 28 32 熊本大学 31 35 40
福井大学 23 34 39 大分大学 21 19 17
福井医科大学 1 3 5 大分医科大学 1 1
山梨大学 18 20 23 宮崎大学 25 30 39
山梨医科大学 1 宮崎医科大学 2
信州大学 33 35 35 鹿児島大学 14 20 26
岐阜大学 23 33 30 鹿屋体育大学 1 1
静岡大学 32 38 34 琉球大学 10 19 13
浜松医科大学 8 8 10 北陸先端科学技術大学院大学 11 14 26
名古屋大学 74 82 90 奈良先端科学技術大学院大学 12 18 22
合　　　計 1,882 2,219 2,404
 大学名　　　　区 分
実施件数（件）
 大学名　　　　　 　区 分
実施件数（件）
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【 受託研究 受入件数・金額 】
件　数 金額（千円） 件　数 金額（千円） 件　数 金額（千円）
北海道大学 204 908,750 228 1,028,394 257 1,092,952
北海道教育大学 2 3,841 2 4,930 6 14,565
室蘭工業大学 3 6,056 7 18,488 11 38,256
小樽商科大学 1 5,000
帯広畜産大学 5 13,206 9 28,145 8 27,855
旭川医科大学 7 8,080 8 12,515 9 13,832
北見工業大学 8 64,479 8 23,558 11 17,546
弘前大学 32 47,857 40 66,275 57 95,031
岩手大学 28 119,373 26 134,729 38 141,053
東北大学 215 1,252,438 248 2,429,902 324 2,912,978
宮城教育大学 1 4,203 2 5,969
秋田大学 18 55,430 17 62,525 17 43,603
山形大学 42 86,932 37 63,058 53 130,301
福島大学 2 6,642 2 3,695 2 4,550
茨城大学 23 89,632 28 111,843 38 104,725
図書館情報大学 1 3,853 1 6,480 1 4,660
筑波大学 77 692,034 101 1,203,018 125 1,352,146
宇都宮大学 23 46,669 22 69,343 30 70,767
群馬大学 24 61,641 26 136,718 36 138,991
埼玉大学 23 61,095 24 64,118 26 109,074
千葉大学 74 339,135 83 372,503 82 383,523
東京大学 544 5,921,851 664 7,402,503 751 8,354,274
東京医科歯科大学 41 279,074 40 296,768 58 403,706
東京外国語大学 1 2,312
東京学芸大学 4 6,118 6 12,557 6 15,575
東京農工大学 42 222,975 55 307,288 62 325,163
東京芸術大学 1 473 2 913 2 908
東京工業大学 139 1,482,465 179 1,980,309 218 2,318,725
東京商船大学 9 14,383 10 26,972 5 11,966
東京水産大学 16 42,637 19 161,962 19 151,476
お茶の水女子大学 8 72,509 14 50,141 12 59,566
電気通信大学 7 21,149 12 54,427 16 161,965
一橋大学 1 2,615
横浜国立大学 34 181,993 39 228,080 50 242,936
新潟大学 46 387,691 51 499,232 53 445,050
長岡技術科学大学 12 49,710 23 144,376 32 152,186
上越教育大学 2 5,600 2 5,675 2 5,552
富山大学 9 46,662 12 50,709 15 63,312
富山医科薬科大学 22 66,200 17 61,142 31 84,762
金沢大学 30 74,776 36 174,665 43 269,081
福井大学 5 5,815 3 11,945 6 9,649
福井医科大学 13 22,205 15 95,625 16 94,199
山梨大学 8 27,771 12 140,796 12 56,818
山梨医科大学 9 21,421 11 27,144 13 24,776
信州大学 30 68,937 51 111,092 52 138,289
岐阜大学 57 168,477 71 212,795 74 173,099
静岡大学 27 92,508 33 198,063 45 194,415
浜松医科大学 9 15,284 13 26,491 12 32,225
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件　数 金額（千円） 件　数 金額（千円） 件　数 金額（千円）
愛知教育大学 1 3,617
名古屋工業大学 23 71,124 29 77,678 30 118,651
豊橋技術科学大学 11 27,285 19 102,752 21 102,567
三重大学 36 99,639 51 174,243 54 157,832
滋賀大学 1 945
滋賀医科大学 22 50,847 25 62,688 24 63,889
京都大学 283 2,240,338 333 3,567,314 375 3,872,822
京都教育大学 1 8,524 2 10,200 2 9,186
京都工芸繊維大学 16 38,848 24 110,447 28 137,146
大阪大学 227 2,077,714 304 3,387,754 322 3,506,392
大阪教育大学 1 2,840 2 7,800 2 1,710
兵庫教育大学
神戸大学 53 342,379 69 440,835 88 617,162
神戸商船大学 1 1,500 1 1,500
奈良教育大学
奈良女子大学 2 11,453 2 9,425 7 29,445
和歌山大学 2 12,888 6 8,674 10 41,041
鳥取大学 42 208,610 49 234,717 56 214,228
島根大学 10 55,482 11 56,879 13 63,852
島根医科大学 7 8,982 6 8,309 11 12,845
岡山大学 59 168,805 61 146,083 75 238,086
広島大学 65 254,600 91 539,788 132 761,533
山口大学 26 36,610 35 198,744 41 305,686
徳島大学 31 112,495 42 127,178 55 168,957
鳴門教育大学 2 17,504 3 1,724
香川大学 9 15,207 10 15,913 12 17,329
香川医科大学 3 2,210 5 3,744 9 14,685
愛媛大学 30 160,865 41 131,755 46 148,062
高知大学 25 40,876 29 87,637 32 62,486
高知医科大学 16 14,324 14 19,216 16 30,854
福岡教育大学 2 4,600 2 3,610
九州大学 181 802,041 220 1,033,470 247 1,265,178
九州芸術工科大学 3 9,213 3 14,000 4 15,809
九州工業大学 19 53,774 23 118,393 29 160,826
佐賀大学 15 40,267 21 75,235 23 81,922
佐賀医科大学 14 14,400 14 14,974 14 18,868
長崎大学 42 85,661 63 134,155 78 165,947
熊本大学 67 173,823 65 368,150 80 432,540
大分大学 1 36,830 5 51,800 5 53,788
大分医科大学 4 3,771 4 6,169 6 7,982
宮崎大学 20 24,858 16 40,006 15 33,009
宮崎医科大学 15 50,540 21 57,542 18 51,255
鹿児島大学 87 203,086 83 190,107 93 224,397
鹿屋体育大学 2 8,621 3 9,230
琉球大学 23 25,937 25 41,522 33 82,179
北陸先端科学技術大学院大学 16 92,813 26 260,791 34 381,027
奈良先端科学技術大学院大学 27 336,898 39 510,057 41 514,242
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【 奨学寄附金 受入件数・金額 】
件　数 金額（千円） 件　数 金額（千円） 件　数 金額（千円）
北海道大学 2,086 1,848,114 2,003 1,748,822 1,803,617
北海道教育大学 23 18,206 14 29,835 18,781
室蘭工業大学 139 107,174 131 100,654 106,424
小樽商科大学 23 27,691 23 26,200 28,474
帯広畜産大学 128 77,656 134 75,761 62,191
旭川医科大学 429 354,690 442 311,373 266,077
北見工業大学 94 110,910 92 75,260 66,859
弘前大学 486 398,218 446 359,968 358,637
岩手大学 188 125,482 231 157,829 139,611
東北大学 2,557 2,788,256 2,729 2,633,973 2,623,465
宮城教育大学 8 2,400 7 5,750 6,720
秋田大学 786 447,890 816 471,148 433,565
山形大学 575 436,176 591 427,484 367,247
福島大学 4 2,600 3 3,500 6,900
茨城大学 178 148,966 186 178,925 165,809
図書館情報大学 10 4,600 24 15,500 20,870
筑波大学 796 665,444 763 664,301 595,765
宇都宮大学 102 101,530 131 119,348 95,238
群馬大学 1,141 646,730 997 578,424 521,551
埼玉大学 201 291,729 192 293,540 282,935
千葉大学 1,111 977,975 1,101 968,499 982,229
東京大学 5,480 6,121,178 5,286 5,677,272 5,381,373
東京医科歯科大学 629 662,462 587 526,432 581,316
東京外国語大学 9 14,600 4 5,010 8,807
東京学芸大学 21 30,260 17 12,180 8,650
東京農工大学 367 320,094 368 322,415 323,786
東京芸術大学 18 29,847 18 23,700 14,790
東京工業大学 1,342 1,540,942 1,262 1,412,612 1,293,383
東京商船大学 54 30,277 42 36,775 24,507
東京水産大学 60 78,340 57 71,030 88,590
お茶の水女子大学 74 98,690 73 170,429 67,978
電気通信大学 180 130,061 164 129,147 112,284
一橋大学 35 170,325 41 412,800 184,985
横浜国立大学 432 500,744 440 446,191 426,595
新潟大学 904 684,890 864 638,671 570,657
長岡技術科学大学 265 263,646 262 222,160 205,750
上越教育大学 9 6,150 12 10,550 43,740
富山大学 125 77,970 121 89,685 78,093
富山医科薬科大学 668 459,133 665 461,361 448,231
金沢大学 1,231 956,941 1,151 808,683 858,408
福井大学 108 66,880 127 89,730 81,595
福井医科大学 497 350,010 423 270,410 239,820
山梨大学 135 123,460 137 135,413 84,687
山梨医科大学 449 244,006 424 291,060 270,599
信州大学 1,029 596,653 1,038 588,372 572,003
岐阜大学 800 852,414 809 619,695 577,184
静岡大学 316 243,879 340 238,210 227,108
浜松医科大学 476 442,942 487 432,375 306,696
名古屋大学 1,966 1,725,037 1,845 1,564,136 1,378,370
愛知教育大学 14 6,910 21 12,091 22,710
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件　数 金額（千円） 件　数 金額（千円） 件　数 金額（千円）
豊橋技術科学大学 210 197,192 239 214,039 240,323
三重大学 1,025 582,532 1,167 624,503 465,823
滋賀大学 13 197,520 19 9,850 6,910
滋賀医科大学 446 294,834 428 256,580 251,248
京都大学 2,825 2,766,747 2,662 2,899,624 5,776,087
京都教育大学 17 19,000 22 110,601 6,560
京都工芸繊維大学 156 153,686 157 154,878 144,200
大阪大学 2,716 2,902,127 3,009 2,932,472 2,492,888
大阪外国語大学 3 6,420 4 4,730 19,000
大阪教育大学 10 7,100 15 11,500 8,450
兵庫教育大学 11 5,430 10 5,850 19,315
神戸大学 1,085 1,353,569 1,089 837,040 867,056
神戸商船大学 21 12,950 20 23,500 11,600
奈良教育大学 7 6,431 8 6,300 7,300
奈良女子大学 36 31,100 34 26,290 29,130
和歌山大学 55 69,180 69 96,748 81,773
鳥取大学 513 388,373 516 363,321 332,164
島根大学 75 55,870 103 86,770 92,689
島根医科大学 437 241,901 349 228,351 231,431
岡山大学 2,619 1,278,244 2,044 1,122,713 1,164,134
広島大学 1,596 1,111,399 1,554 1,106,903 1,068,920
山口大学 762 671,596 782 714,935 689,403
徳島大学 894 718,074 860 639,233 632,550
鳴門教育大学 10 2,541 15 4,418 5,435
香川大学 93 63,504 116 96,240 104,546
香川医科大学 544 331,583 412 265,058 284,324
愛媛大学 738 513,442 716 525,334 568,421
高知大学 72 64,117 85 66,891 49,876
高知医科大学 1,064 308,674 1,262 309,049 321,081
福岡教育大学 9 9,720 6 5,135 3,636
九州大学 2,353 2,058,458 2,083 1,785,460 1,700,994
九州芸術工科大学 47 37,797 36 31,837 36,210
九州工業大学 242 246,796 298 265,590 215,156
佐賀大学 123 117,470 156 147,300 148,726
佐賀医科大学 361 181,350 322 163,401 158,573
長崎大学 1,538 888,564 1,264 751,035 675,325
熊本大学 797 752,123 735 969,787 889,073
大分大学 69 64,737 75 60,370 63,328
大分医科大学 649 373,328 572 336,199 329,443
宮崎大学 141 106,551 152 94,500 88,489
宮崎医科大学 468 283,682 658 301,036 307,507
鹿児島大学 1,096 830,720 1,096 863,911 1,001,741
鹿屋体育大学 18 11,000 11 12,760 5,384
琉球大学 514 294,204 573 321,632 307,415
北陸先端科学技術大学院大学 102 152,445 139 253,724 185,483
奈良先端科学技術大学院大学 137 204,100 142 325,872 232,582
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31 創価大学 ＴＡＭＡ産業化活性協議会においてＴＬＯ新設が検討されており、設置された場合は加わる方向である。  
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２　大学教員調査　【 ①  国立大学教員 】























① 企業からの働きかけ 411 45.02%
② 自分の方からの働きかけ 201 22.02%
③ 学会、シンポジウム等での交流 201 22.02%
61 6.68%
⑤ その他 ※ ２ 39 4.27%
(3)
① 成果を生み出した 269 51.53%
② 成果を生まなかった 48 9.20%
③ どちらともいえない 205 39.27%
(4)
① 特許の出願手続きが行われた 177 33.52%
② 特許権としてすでに登録済みである 60 11.36%
③ 特許の出願手続きが行われなかった 291 55.11%
(5)
① 発明者であるあなた自身が行った 17 7.20%
173 73.31%
③ その他 ※ ３ 46 19.49%
(6)
① 企業から奨学寄附金を受けたから 78 22.16%
② 特許の出願に費用がかかるから 124 35.23%
③ 特許の出願は面倒だから 127 36.08%
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問 ア  ン  ケ  ー  ト  調  査  事  項 摘 　 　 要 回 答 数 割 合 (%)
①  昇 進 や 学 内 で の 役 職 に 就 く 上 で の 評 価 対 象 に な っ て い る 9 1.63%
②  研 究 費 の 配 分 で 優 遇 措 置 が あ る 13 2.36%
③  担 当 授 業 時 間 の 減 少 な ど 教 育 上 の 負 担 が 軽 減 さ れ る 2 0.36%
④  学 内 で の 評 価 は ほ と ん ど な い 493 89.47%
⑤  そ の 他 ※  ５ 34 6.17%
①  常 に 考 慮 さ れ て い る 204 27.13%
②  た ま に 考 慮 さ れ る こ と が あ る 311 41.36%










































　 あ な た の 大 学 で は 、 産 学 連 携 に 積 極 的 に 取 組 む こ と に 対 し て 、 何 ら か の 評 価 が
行 わ れ る な ど 、 イ ン セ ン テ ィ ブ と な る よ う な も の が あ り ま す か 。 あ て は ま る 番 号
の す べ て に ○ を 付 し て く だ さ い 。
５ ．
　 あ な た の 研 究 室 で 研 究 テ ー マ を 設 定 す る 際 に 、 社 会 経 済 上 の 必 要 性 や 、 企 業 に
お け る 具 体 的 な 技 術 上 の 課 題 が 考 慮 さ れ る こ と が あ り ま す か 。
相 手 に な る 中 小 企 業 を 見 つ け る こ と が 困 難
(3) 中 小 企 業 と の 連 携 の 事 務 手 続 き が 面 倒 で 負 担 に な る
(4) 忙 し く て 中 小 企 業 と 連 携 す る た め の 時 間 が な い
(5) 研 究 費 の 持 ち 出 し と な っ て 研 究 費 が 圧 迫 さ れ る
(6) 中 小 企 業 を 相 手 の 研 究 で は 論 文 に な ら な い
(7) 中 小 企 業 と 連 携 し て も 学 内 で 評 価 さ れ な い
(8) も と も と 中 小 企 業 に 移 転 す る べ き 技 術 が 大 学 に な い
６ ．
　 今 後 、 特 に に 中 小 企 業 を 対 象 と し て 、 産 学 連 携 に 取 組 ん で い く 上 で 、 障 害 と な
る 要 因 は 何 だ と お 考 え で す か 。 以 下 の そ れ ぞ れ の 項 目 に つ い て 、 ４ を 最 高 (最 も
大 き な 要 因 )、 ０ を 最 低 (こ れ が 要 因 で は な い )と し て ５ 段 階 評 価 し 、 あ て は ま る
数 字 に ○ を 付 し て く だ さ い 。
(1) 中 小 企 業 と の 連 携 を 進 め る 方 法 が わ か ら な い
(2)
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９． ※ ７ 385 50.59%
(1) 専門分野 ※ ８ 755 99.21%
(2) 現在の研究テーマ ※ ９ 744 97.77%
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39 学内のほかの先生からの紹介  
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41 企業と共同で出願  
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34 評価はあるが報酬はない  
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33 事務的手続きに融通が効かない(企業の話)  













































70 受託研究等では、提出書類が多い。  






































107 使用できるまでに、約１ヶ月程度かかること、および年度末の忙しい時に、全額使い切らなければならないこと、残額が２割程度以内であれば、次年度に繰越できるとよい。  











































143 受託研究、特許など書類作りに時間がかかる。  



























































































215 寄付金の使用について、費用、手続き等簡素化する必要がある。  

















































251 企業に指導する場合か講演等を行う際の手続きが非常に繁雑である。  
















































288 コンピュータとバイオ関連の受託研究等が多すぎる。  













































323 特にありません。  
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32 産業側の人員・資材が直接大学内で活動することがスムーズに行えるようにすること。  





















































66 ベンチャー企業のインキュベート体制の確立。  













































99 兼業を認める（勤務時間内で）。業績としてカウントする。  







































133 ①共同研究に必要な時間も通常の勤務時間としてある程度認めていただけるとありがたい。②研究会などの交流を積極的に進める。  














































169 １１の改革は知っているが、これを進めるにあたり多くの書類の提出また、経費などに対する使用の制約などが主にあり、促進するにあたり、簡潔に出来る方法を考えていただきたい。  










































200 必要とされるfieldについて具体的目標などを示すのも良いと考える。自発的研究だけではやはりアカデミズムに走ってしまう。  














































233 産学連携や技術移転に教員の積極的な参加を考えておられているようですが、現状では、国内の学会、国際会議への参加等、学内での雑事で多忙で難しいと思います。博士研究員制度の充実がカギです。  

















































266 公的な連携の場をもっと作るべき。例えば、相互に希望する技術、研究を出し合い、連絡をとる事が出来る交流システムがあると良い。  




















































300 共同研究センター等のより一層の充実、中小企業への積極的な働きかけ  

















































334 考えたことなし  









































364 「１１の改革」を日本の風土にあった形で地道にやって行くしかないと思います。  
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42 電子情報工学  













































86 放射線生物学、保健物理学  













































130 電子デバイス・センサー  













































174 画像情報処理  













































218 歯学（小児社会系歯学）・予防歯科学  













































262 疫学・看護学  













































306 土木工学  













































350 哲学、情報学  













































394 分析化学  













































438 周産期医学  













































482 認知神経科学  













































526 食品衛生学  













































570 数学（解析学）  













































614 物性物理学  













































658 数学  













































702 生物物理学。生物無機化学  













































746 砂防学，水文学  
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42 高分解能イメージング  












































85 移動ロボット、ＮＣサーボ機構  













































129 単磁束量子論理を用いたディジタル回路  











































171 地球磁場変動論、地震予知論  













































215 骨形成・骨再成に関する研究  












































258 各種心疾患における心臓の病態・機能の画像化による評価骨軟部悪性腫瘍の診断・治療効果予測をその判定などに関する研究  













































302 構造物の健全度診断、残存応力の計測等  












































345 情報教育、データベース  












































388 神経・脳の形成材料の解明  











































430 臓器移植、人口臓器（人工心臓）、遺伝子治療、Tissue　Engineering  












































473 固体の電子物性、磁性体の研究  











































515 骨組構造解析、数値解析、最適設計  













































559 神経、筋肉  












































602 素粒子の統一理論  











































644 流動と核熱  













































688 環境化学物質のポルフィリン代謝に及ぼす影響  













































732 貯蔵及び機能性食品に関する研究  
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【  ②  公 立 大 学 教 員  】





















その他　※ １ 6 1.54%
(2)
①  企業からの働 きかけ 154 50.00%
②  自分の方から の働きかけ 60 19.48%
③  学会、シンポ ジウム等での交流 65 21.10%
16 5.19%
⑤  その他 ※  ２ 13 4.22%
(3)
①  成果を生み出 した 85 44.74%
②  成果を生まな かった 24 12.63%
③  どちらともい えない 81 42.63%
(4)
①  特許の出願手 続きが行われた 61 32.28%
②  特許権として すでに登録済みである 12 6.35%
③  特許の出願手 続きが行われなかった 116 61.38%
(5)
①  発明者である あなた自身が行った 4 5.48%
58 79.45%
③  その他 ※  ３ 11 15.07%
(6)
①  企業から奨学 寄附金を受けたから 25 22.52%
②  特許の出願に 費用がかかるから 41 36.94%
③  特許の出願は 面倒だから 41 36.94%
④  その他 ※  ４ 4 3.60%





(6) 　産 学連携は、大学における研 究の活性化のために有益である ので、積極的に推進する必 要がある
④  共同研究セン ターからの紹介など、産学 連携の窓口機関の実施する 連携
事業









　そ の産学連携の対象となった 研究成果について、特許を 取得するための手
続き が行われましたか。










２ ． 　これまで に、産学連携に関わる経験を お持ちになったことがありますか。
　特 許を受ける権利を企業に譲 り渡した方に、その理由を お伺いします。あ
ては まる番号のすべてに○を付 してください。
　上記２． で「ある」とお答えになった 方は、次の質問にお答えく ださい。
(1) 　そ の産学連携の事業の種別は 何でしたか。あてはまる番号の すべてに○を付してくださ い。
　そ の産学連携の事業を実施す ることになったきっかけは 何でしたか。あて
はま る番号のすべてに○を付し てください。
②  特許を受ける 権利を企業に譲り渡したた め、その企業が出願した
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問 ア  ン  ケ  ー  ト  調  査  事  項 摘 　 　 要 回 答 数 割 合 (%)
1 0.51%
②  研 究 費 の 配 分 で 優 遇 措 置 が あ る 4 2.03%
③  担 当 授 業 時 間 の 減 少 な ど 教 育 上 の 負 担 が 軽 減 さ れ る 0 0.00%
④  学 内 で の 評 価 は ほ と ん ど な い 183 92.89%
⑤  そ の 他 ※  ５ 9 4.57%
①  常 に 考 慮 さ れ て い る 67 25.48%
②  た ま に 考 慮 さ れ る こ と が あ る 114 43.35%










































　 今 後 、 特 に に 中 小 企 業 を 対 象 と し て 、 産 学 連 携 に 取 組 ん で い く 上 で 、 障 害 と な
る 要 因 は 何 だ と お 考 え で す か 。 以 下 の そ れ ぞ れ の 項 目 に つ い て 、 ４ を 最 高 (最 も
大 き な 要 因 )、 ０ を 最 低 (こ れ が 要 因 で は な い )と し て ５ 段 階 評 価 し 、 あ て は ま る
数 字 に ○ を 付 し て く だ さ い 。
①  昇 進 や 学 内 で の 役 職 に 就 く 上 で の 評 価 対 象 に な っ て い る
５ ．
　 あ な た の 研 究 室 で 研 究 テ ー マ を 設 定 す る 際 に 、 社 会 経 済 上 の 必 要 性 や 、 企 業 に
お け る 具 体 的 な 技 術 上 の 課 題 が 考 慮 さ れ る こ と が あ り ま す か 。
４ ．
　 あ な た の 大 学 で は 、 産 学 連 携 に 積 極 的 に 取 組 む こ と に 対 し て 、 何 ら か の 評 価 が
行 わ れ る な ど 、 イ ン セ ン テ ィ ブ と な る よ う な も の が あ り ま す か 。 あ て は ま る 番 号
の す べ て に ○ を 付 し て く だ さ い 。
相 手 に な る 中 小 企 業 を 見 つ け る こ と が 困 難
(3) 中 小 企 業 と の 連 携 の 事 務 手 続 き が 面 倒 で 負 担 に な る
(4) 忙 し く て 中 小 企 業 と 連 携 す る た め の 時 間 が な い
(2)
も と も と 中 小 企 業 に 移 転 す る べ き 技 術 が 大 学 に な い
(5) 研 究 費 の 持 ち 出 し と な っ て 研 究 費 が 圧 迫 さ れ る
(6) 中 小 企 業 を 相 手 の 研 究 で は 論 文 に な ら な い
(1) 中 小 企 業 と の 連 携 を 進 め る 方 法 が わ か ら な い
(7) 中 小 企 業 と 連 携 し て も 学 内 で 評 価 さ れ な い
(8)
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９． ※ ７ 150 56.82%
(1) 専門分野 ※ ８ 260 98.48%
(2) 現在の研究テーマ ※ ９ 257 97.35%
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【 公立教員 問 ７ 産学連携に関する制度等で困っている事例 】
 








































69 特になし  









































106 契約手続きが繁雑で時間がかかる。民間側に共同研究資金を出費する手続きが繁雑。  










































144 事務職員が大学の事務になれた頃には転勤してしまい、いつまでも事務と教員の種々の連携がとれない。  






















































































【 公立教員 問 ９ 産学連携や技術移転を促進する方策 】
 















































64 企業と大学の壁を取り除くこと。大学において正当に評価されること。  




















































95 ＵＳＡなみの規制緩和  



















































130 コーディネータが必要である。  


























































































【 公立教員 問 １０（ 1 ）専門分野 】
 














































87 医学・泌尿器科学、癌治療学、分子生物学  














































132 生薬学、生化学  














































177 生物物理化学  














































222 耳鼻咽喉科  







































260 海洋環境・生態学  
 












































【 公立教員 問 １０（２）研究テーマ 】
 














































84 生殖内分泌に関する基礎的、臨床的研究  













































128 血管の興奮収縮連関に関する薬理学  














































173 廃棄物の地盤材料への適用に関する研究　他  













































217 慢性疾患の疫学、予防医学  









































257 有機汚泥の生物浄化、油汚染のバクテリアによる浄化、アサリの生態と資源量の回復策、イトゴカイの生態  
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【  ③  私 立 大 学 教 員  】























①  企業からの働きかけ 301 49.83%
②  自分の方からの働きかけ 93 15.40%
③  学会、シンポジウム等での交流 153 25.33%
25 4.14%
⑤  その他 ※  ２ 32 5.30%
(3)
①  成果を生み出した 198 53.95%
②  成果を生まなかった 18 4.90%
③  どちらともいえない 151 41.14%
(4)
①  特許の出願手続きが行われた 122 33.42%
②  特許権としてすでに登録済みである 45 12.33%
③  特許の出願手続きが行われなかった 198 54.25%
(5)
①  発明者であるあなた自身が行った 11 7.05%
122 78.21%
③  その他 ※  ３ 23 14.74%
(6)
①  企業から奨学寄附金を受けたから 55 22.92%
②  特許の出願に費用がかかるから 86 35.83%
③  特許の出願は面倒だから 69 28.75%
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問 ア  ン  ケ  ー  ト  調  査  事  項 摘 　 　 要 回 答 数 割 合 (%)
①  昇 進 や 学 内 で の 役 職 に 就 く 上 で の 評 価 対 象 に な っ て い る 11 2. 8 2 %
②  研 究 費 の 配 分 で 優 遇 措 置 が あ る 13 3. 3 3 %
③  担 当 授 業 時 間 の 減 少 な ど 教 育 上 の 負 担 が 軽 減 さ れ る 0 0. 0 0 %
④  学 内 で の 評 価 は ほ と ん ど な い 337 8 6 . 4 1 %
⑤  そ の 他 ※  ５ 29 7 . 4 4 %
①  常 に 考 慮 さ れ て い る 175 3 2 . 2 3 %
②  た ま に 考 慮 さ れ る こ と が あ る 233 4 2 . 9 1 %
③  ほ と ん ど 考 慮 さ れ て い な い 135 2 4 . 8 6 %
０ 72 1 3 . 8 5 %
１ 73 1 4 . 0 4 %
２ 15 1 2 9 . 0 4 %
３ 11 3 2 1 . 7 3 %
４ 11 1 2 1 . 3 5 %
０ 39 7 . 4 7 %
１ 51 9 . 7 7 %
２ 12 4 2 3 . 7 5 %
３ 13 8 2 6 . 4 4 %
４ 17 0 3 2 . 5 7 %
０ 67 1 2 . 9 8 %
１ 10 0 1 9 . 3 8 %
２ 16 7 3 2 . 3 6 %
３ 10 8 2 0 . 9 3 %
４ 74 1 4 . 3 4 %
０ 54 1 0 . 2 9 %
１ 75 1 4 . 2 9 %
２ 15 4 2 9 . 3 3 %
３ 12 5 2 3 . 8 1 %
４ 11 7 2 2 . 2 9 %
０ 10 1 1 9 . 6 9 %
１ 11 9 2 3 . 2 0 %
２ 16 4 3 1 . 9 7 %
３ 96 1 8 . 7 1 %
４ 33 6 . 4 3 %
０ 14 1 2 7 . 2 2 %
１ 98 2 1 . 0 8 %
２ 16 3 3 1 . 4 7 %
３ 63 1 2 . 1 6 %
４ 53 1 0 . 2 3 %
０ 11 4 2 2 . 0 5 %
１ 92 1 7 . 7 9 %
２ 15 8 3 0 . 5 6 %
３ 80 1 5 . 4 7 %
４ 73 1 4 . 1 2 %
０ 13 1 2 5 . 4 4 %
１ 10 2 2 1 . 4 3 %
２ 17 5 3 3 . 9 8 %
３ 68 1 3 . 2 0 %
４ 39 7 . 5 7 %
６ ．
今 後 、 特 に に 中 小 企 業 を 対 象 と し て 、 産 学 連 携 に 取 組 ん で い く 上 で 、 障 害 と な る
要 因 は 何 だ と お 考 え で す か 。 以 下 の そ れ ぞ れ の 項 目 に つ い て 、 ４ を 最 高 (最 も 大
き な 要 因 )、 ０ を 最 低 (こ れ が 要 因 で は な い )と し て ５ 段 階 評 価 し 、 あ て は ま る 数
字 に ○ を 付 し て く だ さ い 。
(1) 中 小 企 業 と の 連 携 を 進 め る 方 法 が わ か ら な い
(2)
(7 ) 中 小 企 業 と 連 携 し て も 学 内 で 評 価 さ れ な い
(8) も と も と 中 小 企 業 に 移 転 す る べ き 技 術 が 大 学 に な い
(5) 研 究 費 の 持 ち 出 し と な っ て 研 究 費 が 圧 迫 さ れ る
(6) 中 小 企 業 を 相 手 の 研 究 で は 論 文 に な ら な い
相 手 に な る 中 小 企 業 を 見 つ け る こ と が 困 難
(3) 中 小 企 業 と の 連 携 の 事 務 手 続 き が 面 倒 で 負 担 に な る
(4) 忙 し く て 中 小 企 業 と 連 携 す る た め の 時 間 が な い
４ ．
あ な た の 大 学 で は 、 産 学 連 携 に 積 極 的 に 取 組 む こ と に 対 し て 、 何 ら か の 評 価 が 行
わ れ る な ど 、 イ ン セ ン テ ィ ブ と な る よ う な も の が あ り ま す か 。 あ て は ま る 番 号 の
す べ て に ○ を 付 し て く だ さ い 。
５ ．
あ な た の 研 究 室 で 研 究 テ ー マ を 設 定 す る 際 に 、 社 会 経 済 上 の 必 要 性 や 、 企 業 に お
け る 具 体 的 な 技 術 上 の 課 題 が 考 慮 さ れ る こ と が あ り ま す か 。
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問 ア ン ケ ー ト 調 査 事 項 摘　　要 回答数 割合(%)









９． ※ ７ 321 58.36%
(1) 専門分野 ※ ８ 541 98.36%
(2) 現在の研究テーマ ※ ９ 534 97.09%
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35 特になし  




























































65 税務処理の方法が十分に理解できていない。  



















































103 特になし  
















































139 研究費支払いの滞り、契約時に大学の有利な契約書、特許の帰属、共同研究先の変更  

















































174 手続き、費用の管理など事務作業が多い。  

















































210 学内における制度が整っていない。  















































247 特になし  










































285 ①大学での産学連携の評価がなされていないためインセンティブに働かない。②研究結果の特許を大学経由で出したいが取扱い部門、手続き不明、弁理士費用負担の方法等不明。  
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32 大学の研究成果や研究技術をわかりやすい形で公開する。  




















































63 特になし  




















































96 私学の教員としては，学内事務の問題点は抱えているが，学外に対する障害は感じていない。  















































133 特になし  

















































166 学会等で研究を発表し，論文として公表しています。学会・シンポジウム等が産学の交流の場として，また論文内容が交流の場となっているように思います。  











































202 分野ごとに様々  






































































































268 研究費などに対する経済的な見かえりがあること。発明者の自由度を大きくすること。  














































301 学術情報センターで行っている、インターネット上の人事公募登録サービスと同様の企業側共同研究一覧サービスを行い、全国の研究者がアクセスできるようにする。  
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42 ドイツ文学  














































87 無線通信学  














































132 情報通信工学  














































177 環境  














































222 計算機工学  














































267 解剖学，神経科学  














































312 建築計画学、建築設計  














































357 光エレクトロニクス  














































402 土木工学（海岸工学）  














































447 物理化学  














































492 ロボティクス  













































536 建築環境工学、騒音及び振動の防止  
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【 私立教員　問 １０ （２）現在のテーマ 】










































42 フォンターネのベルリン小説  
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85 会計方針の選択と会計行動  
 - 228 -












































129 マルチメディア移動体通信，通信ネットワーク  
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174 生産環境工学  
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219 電磁環境の生体へ及ぼす影響  
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262 ニオイ分子の識別信号，嗅覚学の神経回路  
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306 土木材料学  
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349 省エネルギーのための潜熱蓄熱  
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394 エンジン燃焼  
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438 宇宙の元素合成  
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482 超高層大気発光による大気構成の解析  
 - 237 -











































525 木材の塑性加工  
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３　企業調査　【 民間企業 】
 
問 ア　ン　ケ　ー　ト　調　査　事　項 摘　要 回答数 割合(%)
あ　る 119 14.75%
な　い 688 85.25%
















その他※ ３ 17 6.03%
36 17.22%
② 成果が出るまで時間がかかる 67 32.06%
③ 期待した成果が出ない 35 16.75%
④ 企業秘密が守られなかった 3 1.44%
⑤ 経費がかかり過ぎる 18 8.61%
3 1.44%
12 5.74%
⑧ その他 ※ ４ 35 16.75%
(1) 大学と連携する必要がない 227 17.32%
(2) 大学のしきいが高いので大学に行きにくい 123 9.38%
(3) 連携事業を実施するための方法がわからない 347 26.47%
(4) 連携事業を実施するための経費が負担になる 171 13.04%
(5) 大学と連携しても成果があまり期待できそうにない 107 8.16%
(6) 65 4.96%
(7) 企業秘密が守られるかどうか不安である 57 4.35%
(8) 移転してほしい技術が大学にない 34 2.59%
(9) 44 3.36%
(10) 16 1.22%
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問 ア　ン　ケ　ー　ト　調　査　事　項 摘　要 回答数 割合(%)
あ　る 243 31.89%
な　い 519 68.11%
(1) 貴社でお困りの技術上の課題を教えて下さい。 ※ ６ 232 28.71%
① 大学と共同で研究を行う 110 29.10%
② 大学に委託して研究をしてもらう 98 25.93%
③ 大学に寄附金を出して研究してもらう 22 5.82%
④ 大学に研究員を派遣する 27 7.14%
⑤ 大学の教員から技術指導を受ける 95 25.13%
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７． ※ ８ 23 2.85%
８． ※ ９ 159 19.68%
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42 神戸大学、東海大学、東京農工大学、明治大学  














































87 静岡理工科大学  
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35 回路があまりにも稚拙なので手直しをしたら、同じ回路でないとだめといわれた。こちらは回路設計のプロです。まったく同じ動作をする回路をプロのレベルで作ったにもかかわらずです。  
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39 恥ずかしい話ですがこの様な手法の取組み方がわからなかった。  













































83 各大学内の現状（研究内容）がよく伝達されない。  









































120 どういった学系があるのか探す手段がない。  
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38 ①微粉体の秤量と分散（分布）の技術（システム）②半導体またはLCDの新しい製造技術とその装置の研究　③新LCDの開発  










































79 校正…原稿と全く同じものが印刷されているかどうか。たとえば文字カケ汚れがあるかどうか？  












































116 衛生管理について  













































154 高硬度金型材料を切削する超精密高剛性の静圧スピンドルの開発。  












































192 当社は生ごみ処理機のメーカーですが、排水水質の向上及び、臭気除去に関する事項  











































230 フィールドテスト（実証）は行っても、データ取りが私的になったため、例えテーブルテストでも教育機関のデータが重んじられる。  
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No. 大学と連携することによって進展が図られそうな技術上の課題
231 ①ベッドにおける睡眠工学、最適ベッド②スプリングマットレスに代わる完全リサイクルマットレス
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29 当社は小さな工場で生糸を主原料として和装用の帯を製造しています。生糸に関して色々と問題が生じますが輸入物が多く、産学連携に期待は出来ないように感じます。  













































































































83 大学の教官と個人的な交流で指導を受けているが今後組織上で公私に接触していくかが問題である。  













































118 地方においては企業が望む内容にマッチした大学または教授、研究者が皆無の場合がある。幅広く情報提供がほしい。（関東、中部、東北などのブロック単位）  















































147 和服の総合会社、柳屋と申しまして、和服のお仕立て、和服お仕立ての技術を教える塾・京呉服の販売、この３つを三味一体で株式会社を設立しています。依って大学と連携する必要のない業種です。  
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第２節  調査票 
１ 国立大学 
























    平成８年度  平成９年度   平成 10 年度 

































（例）産学連携推進機構（平成 11 年度設置） 
     機構長（学長）   先端科学技術共同研究センター（平成 6 年度設置） 
                 センター長（教授併任） 助教授 1 人 助手 1 人  
                       事務官 1 人 技官 1 人 その他 1 人 
               技術移転推進室（平成 11 年度設置） 
                 室長（副学長併任） 室員（教授 3 併任） 
                 学内協力教官３人 学外協力者２人 事務官 1 人 
   総務部研究協力課（平成３年度設置）  事務官３人  技官１人  その他２人 
 


















































氏  名          大学名           所属     
連 絡 先    ：Tel.          Fax.        E-mail:  
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２ 公私立大学事務局 




















    １．ある      ２．ない                     
３．上記２．で「ない」と回答されたところは、実際に学内で発明が行われた場合に、どのよ
うな取扱いがなされているかについて、ご記入ください。 
    １．すべて個人の発明として取扱われる  ２．個別のケースごとに定める 
    ３．その他（具体的にご記入ください。             ） 
  （なお、上記２．で「ある」と回答されたところは、その規程の写し 1 部をこのアンケート調査の  
   回答に同封してお送りくださるようお願いいたします。） 
４．貴学における産学連携に関係するデータについて、お尋ねします。以下の項目につい  
  て、件数、人数及び金額を、差支えない範囲で、ご記入ください。 
         共同研究      受託研究           寄附金      
        件数 人数  件数 人数  金額（千円）  件数   金額（千円）       
 平成８年度             
 平成９年度             
 平成 10 年度             
  
（例）リエゾンオフィス（平成７年度設置） 
        室長（教授併任） 室員（教授２併任） 事務職員 1 人   
   技術移転センター（平成 11 年度設置） 
      センター長（教授併任） 室員（教授８併任、助教授１０併任） 技術職員 1 人  
   総務課総務係（昭和４３年度設置） 事務職員１人（産学連携担当） 
 - 270 -
５．貴学において、大学有特許の出願件数及び設定登録件数があれば、ご記入ください。 
           大学有特許の出願件数       同特許権設定登録件数     
  平成 10 年度 





   平 成 8 年 度             平 成 ９ 年 度              平 成 1 0 年 度          

























氏  名          大学名           所属             
連 絡 先    ：Tel.          Fax.        E-mail: 
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３ 大学教員     
   
                様   






















                       総合リエゾン研究アスペクト・教授  






リエゾン推進室長 菊 本  虔  
（この調査についての問合わせ先）筑波大学先端学際領域研究センターリエゾン推進室 
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産 学 連 携 の 現 状 と 課 題 に 関 す る 調 査                      
１．産学連携に関する基本的な考え方についてお伺いします。以下の質問について、あて
  はまる番号に○を付してください。（以下、特に指定のない限り同様にお答えください。） 
（１）大学は、これまでにも教育や真理の探求を通じて社会貢 
   献を行っているので、今後も大学の社会貢献の必要性を 
   ことさらに強調する必要はない             １．はい ２．いいえ
（２）大学の社会貢献はこれからますます重要となるので、今 
   後はいっそう積極的に社会貢献に取組む必要がある    １．はい ２．いいえ
（３）大学が社会貢献に積極的に取組むためには、個々の教員 
の意識改革を求めるだけでは十分ではなく、業績評価に 
社会貢献を取り入れるなど全学的な取組みが必要     １．はい ２．いいえ
（４）大学の使命である教育や真理の探求に比べれば、産学連 
   携は重要とはいえない                 １．はい ２．いいえ
（５）産学連携は大学の社会貢献を実現する方法の一つとして、 
   今後ますます重要となるので、積極的に推進する必要が 
   ある                         １．はい ２．いいえ
（６）産学連携は、大学における研究の活性化のために有益で 
あるので、積極的に推進する必要がある         １．はい ２．いいえ
（７）産学連携は重要ではあるが、大事なのは教員の意識以前 
   に、業績評価に特許の取得件数等を取り入れたり、産学 
   連携を支援する資金や人手を提供することなどである   １．はい ２．いいえ
２．これまでに、産学連携に関する経験をお持ちになったことがありますか。（産学連携の
  経験とは、ここでは、企業が関わる、共同研究や受託研究、奨学寄附金や技術指導などをいいます。）
    １．ある       ２．ない    
３．上記２．で「ある」とお答えになった方は、次の質問にお答えください。「ない」と
  お答えになった方は、５．にお進みください。 
（１） その産学連携の事業の種別は何でしたか。あてはまる番号のすべてに○を付してく
ださい。 
  １．共同研究  ２．受託研究  ３．奨学寄附金  ４．技術指導   
  ５．その他（具体的にご記入ください。                    ）
（２） その産学連携の事業を実施することになったきっかけは何でしたか。あてはまる番
   号のすべてに○を付してください。 
  １．企業からの働きかけ  ２．自分の方からの働きかけ  ３．学会、シンポ
  ジウム等での交流  ４．共同研究センターからの紹介など、産学連携の窓口機
  関の実施する連携事業  
  ５．その他（具体的にご記入ください。                    ） 
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（３） その産学連携の事業は、技術移転などの成果を生み出しましたか。 
１．成果を生み出した  ２．成果を生まなかった  ３．どちらともいえない 
（４） その産学連携の対象となった研究成果について、特許を取得するための手続きが行われ
ていましたか。 
  １．特許の出願手続きが行われた  ２．特許権としてすでに登録済みである 
３．特許の出願手続きが行われなかった 
（５） 特許を取得するための手続きが行われた方にお伺いします。その手続きはどのよ  
  うにして行われましたか。 
  １．発明者であるあなた自身が行った  ２．特許を受ける権利を企業に譲り渡  
  したため、その企業が出願した 
  ３．その他（具体的にご記入ください。                    ） 
（６） 特許を受ける権利を企業に譲り渡した方に、その理由をお伺いします。あてはまる番号
のすべてに○を付してください。 
１．企業から奨学寄附金を受けたから  ２．特許の出願に費用がかかるから 
３．特許の出願は面倒だから   








５．その他（具体的にご記入ください。                    ） 
５．あなたの研究室で研究テーマを設定する際に、社会経済上の必要性や、企業における  
  具体的な技術上の課題が考慮されることがありますか。 
    １．常に考慮されている  ２．たまに考慮されることがある ３．ほとんど考  






2.相手になる中小企業を見つけることが困難        
3.中小企業との連携の事務手続きが面倒で負担になる 
 
０ １ ２ ３ ４
０ １ ２ ３ ４
０ １ ２ ３ ４
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4.忙しくて中小企業と連携するための時間がない ０ １ ２ ３ ４
5.研究費の持ち出しとなって研究費が圧迫される ０ １ ２ ３ ４
6.中小企業を相手の研究では論文にならない ０ １ ２ ３ ４
7.中小企業と連携しても学内で評価されない ０ １ ２ ３ ４
8.もともと中小企業に移転するべき技術が大学にない ０ １ ２ ３ ４
9.現行の共同研究等の制度の中に連携を妨げる要因がある ０ １ ２ ３ ４
 
７．共同研究や、受託研究、寄附金、技術指導などの産学連携に関する制度、それに関連  
  する人事や会計などの制度で、日ごろお困りになっている事例について、具体的にご  






  ご存じでしたか。 
    １．全部知っていた  ２．一部知っていた  ３知らなかった       
９．産学連携や技術移転を促進するにはどのようにすればよいとお考えですか。 






  ださい。 
（１）専門分野  
（２）現在の研究テーマ 
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４ 民間企業     
     
各    位            






















                       総合リエゾン研究アスペクト・教授  






リエゾン推進室長 菊 本  虔  
（この調査についての問合わせ先）筑波大学先端学際領域研究センターリエゾン推進室 




















考えております。        
 つきましては、ご多用中誠に恐れ入りますが、調査票にご記入いただき、10 月 12
日までに返信用封筒に入れてご返送くださいますよう、よろしくお願いいたします。
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    １．ある    ２．ない                      
２．上記１．で「ある」とお答えになった方は以下の質問にお答えください。「ない」とお  
  答えになった方は、３．にお進みください。 
（１）相手方の大学はどこですか。 
    具体的にご記入ください。       
（２）大学との連携事業の種別についてお伺いします。あてはまる番号のすべてに○を付  
   してください。 
    １．共同研究  ２．受託研究  ３．奨学寄附金∗  ４．研究員の派遣       
    ５．技術指導  ６．その他 
             （具体的にご記入ください。               ） 
（３） 大学との連携事業はどういう結果をもたらしましたか。あてはまる番号のすべてに○を
付してください。 
    １．新製品の開発  ２．製造方法の改良  ３．特許や実用新案の出願 
    ４．従業員の技術の向上  ５．研究者とのつながり  ６．特になし 
    ７．その他 








６．特許が取得（出願）されていないため企業での投資に不向き   
７．特許権等を国が所有し（受託研究の場合）、または国との共有（共同研究の場  
  合）になったのでは、たとえ 10 年間の優先実施を認められても大学との連  
  携に魅力がない  
    ８．その他    
       具体的にご記入ください。                            
 















９．特許権等の全部や一部が国有になるのでは魅力がない         
    10．大学の研究成果については特許が取得（出願）されていないものが多いため、
      企業での投資に不向き 
    11．その他                     
       具体的にご記入ください。                        
 
２．貴社において現在お困りの技術上の課題で、大学と連携することによって進展が図ら
  れそうなものがありますか？ 
    １．ある       ２．ない           
５．上記４．で「ある」とお答えになった方は、以下の質問にお答えください。 
（１）貴社でお困りの技術上の課題をお教えください。 





１．大学と共同で研究を行う   
２．大学に委託して研究をしてもらう   
３．大学に寄附金を出して研究をしてもらう  
４．大学に研究員を派遣する 
５．大学の教員から技術指導を受ける   
 ６．その他 
      （具体的にご記入ください。                          ）
６．企業の立場から見て、大学との連携事業を進めるためには、どのような改善措置を取
  るのが有効だとお考えですか。以下の項目について、４を最高（最も有効）、０を最低
  （全く効果がない）として５段階で評価し、あてはまる数字に○を付してください。  
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1. 企業と大学の間に立って技術移転のための仲介をするＴ 
 ＬＯ（技術移転機関）の設置・充実を促進する      ０ １ ２ ３ ４ 
2. 産学連携を支援する学内の組織を整備・充実する     ０ １ ２ ３ ４          
3. 産学連携を支援する組織を担う人材を養成・確保する   ０ １ ２ ３ ４          
4. シーズ集の作成・配布、企業との交流会の開催など、大 
 学の研究情報を積極的に公開する            ０ １ ２ ３ ４         
5. 大学側からも企業のニーズを積極的に取り上げ、そのニ 
 ーズに基づいた研究を大学で実施する          ０ １ ２ ３ ４ 
  6.受託研究契約において、いつまでにどのような成果を出 
すかなど、契約内容をより厳密かつ明確に規定する    ０ １ ２ ３ ４ 
  7.受託研究により生じた発明について、特許を受ける権利 
を企業が持てるようにする               ０ １ ２ ３ ４ 
  8.共同研究により生じた発明について、特許を受ける権利 
の全部を企業が持てるようにする            ０ １ ２ ３ ４ 
  9.大学における情報管理を徹底し、企業秘密が漏れないよ 
うにする                       ０ １ ２ ３ ４ 















  記入いただけますよう、よろしくお願いいたします。 
    担当者のお名前        所属部署         貴社名 





































 〒 ３０５－８５７７ 
 茨城県つくば市天王台１－１－１ 
 ＴＥＬ ０２９８－５３－６１５０ 
 ＦＡＸ ０２９８－５３－６０７４ 
